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■新規参入会社の料金プランを見てみると、電力の

使用量が多い家庭（月額1万円以上がめど）で、

従来の電力会社の料金と比較して5%程度安くな

るものが多いようです。電力料金以外にも石油会

社なら系列ガソリンスタンドでの割引や、通信会社

なら電話料金の割引などが組み込まれる模様です。 

■これに対抗するため、電力会社も新たな料金プラン

を作成し実質的に値下げを行う予定です。ただし、

消費量が少ない家庭の場合は、料金が逆に割高に

なる例もあるため注意が必要です。 

4月から「電力小売りの自由化」が始まる（日本） 

2016年1月28日 

4月から「電力小売りの自由化」が実施されます。2000年の大口電力の自由化に続き、いよいよ一般家庭が

電力会社を自由に選べるようになります。既にガス、石油精製、製紙、通信、商社など多数の会社が新規参

入を表明しており、料金プランの発表などが行われています。電力会社も対抗上、新たな料金プランを提示す

るなど、競争が活発化しています。 

（No.1,749） 
〈マーケットレポートNo.4,635〉 

消費者にとって自由化は良いこと尽くめのように思われ

ますが、先行した海外の例では、料金が逆に上昇した

り（イギリス）、供給体制が不安定になり大規模停

電の発生（アメリカ）などのケースも見られました。制

度運用には、十分な注意と監視が必要と思われます。 

■ 海外の例ではデメリットも発生 ■電力会社の送配電部門の開放が必要 

■電力の自由化は、電圧や契約容量の大きな分野から段階的に進められてきました。2011年の東日本大震

災を契機に、電力供給システムの改革が必要との観点から、様々な施策が進められましたが、「電力小売り

の自由化」と事業者の新規参入はその一環です。 

■4月以降は一般家庭向けの小口電力市場においても、新規の電力会社の参入が認可され、消費者は電

力会社を選択することが可能となります。1月18日現在で小売電気事業者の登録審査を通過した会社は

全国で130社にも達します。 

2016年 1月18日 銅電線が「アルミ」に代わる（日本） 
2015年12月11日 「ヒット商品番付」、今年は番狂わせ（日本） 

電力会社を自由に選べるようになる 
新規参入が相次ぎ登録事業者は全国で130社 

送配電部門の開放が今後の重要なポイントに  

新規参入企業は、自前の送・配電線網を所有して

いないため、電力の供給は託送料を支払って地域の

電力会社の設備を借りることになります。公平な競争

が行われるためには、既存の電力会社が所有する送

配電部門の開放が今後の重要なポイントです。 

電力消費が多い家庭では割安に 
競争原理が働く 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/1251100_1982.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/1252161_1982.html

